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                 次世代育成支援対策推進法・女性職員活躍推進法                 

相馬地方広域市町村圏組合特定事業主行動計画（第２期） 

 

令和 8 年４月１日 

相馬地方広域市町村圏組合 

 

次世代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、育てられる環境の整備を図ることを目的とする「次世

代育成支援対策推進法」については、平成 15 年 7 月に 10 年間の時限法として成立しました。その後、

平成 26 年 4 月に有効期限が 10 年間延長され、令和 6 年 5 月には、有効期限が令和 17 年 3 月 31

日まで再度延長されました。 

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」については、女性の職業生活における活躍を迅速

かつ重点的に推進し、豊かで活力ある社会を実現することを目的とし、平成 27 年 8 月に令和 8 年 3 月

31 日までを期限とする時限法として成立しました。その後、令和 7 年 6 月に有効期限が令和 18 年 3 月

31 日まで延長されました。 

本組合では、令和４年４月に次世代育成支援対策推進法及び女性職員活躍推進法に基づく特定

事業主行動計画を一体的な取組みとして統合・策定し、取り組んできました。その計画期間が、令和７年

度末で終了することから、目標の達成状況や実績に応じて必要な見直しを行い、令和８年度を初年度とす

る第２期計画を策定し、全職員が仕事と家庭の調和（ワークライフバランス）を実現するための職場環境

の整備に努めてまいります。 

 

 

 

 １ 計画の概要                                                           

(1) 計画期間 

本計画の期間は、令和 8 年４月１日から令和 13 年３月３１日までの 5 年間とします。 

(2) 計画の検証 

本計画に定めた取組みを効果的に推進するため、年度毎に計画進捗状況の検証を行い、必要に応

じて計画の見直し等を検討します。 

(3) 公表 

本計画の変更や実施状況等については、組合ホームページで公表します。 

(4) 数値目標 

計画の進捗状況を客観的に確認するため、数値目標が設定可能な取組みについては、令和 12 年

度末を達成年次として設定しています。 
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２ これまでの実績及び現状分析                                                      

2-1 目標と実績 
 

組合では、令和４年 4 月 1 日「相馬地方広域市町村圏組合特定事業主行動計画」を策定し、数値

目標が設定可能な取組みについては、令和７年度末を達成年次として取組んできました。令和７年度末

における各目標の実績については、下記のとおりです。 

 

数値目標 
※令和 7 年度末における達成目標 

実 績 
※令和 7 年度末 

1. 育児休業は、取得可能な職員の 10％以上取得することを目

標とします。 

達成 
70％（男性 6 人、女性 1 人） 

2. 配偶者出産休暇は、利用可能な男性職員の 100％取得す

ることを目標とします。  

未達成 
66.7%（9 人中 6 人取得） 

3. 職員の平均超過勤務時間を、月 5.6 時間以下とすることを

目標とします。   

未達成 
6.5 時間（1 人あたりの月平均） 

4. 職員の年次休暇取得日数を、年 10 日以上とすることを目標

とします。  

達成 
14.2 日（1 人あたりの年間平均） 

5. 新採用職員に占める女性職員の割合を 30％以上とすること

を目標とします。 

未達成 
16.7%（男性 5 人、女性 1 人） 

6. 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合を 12％以

上とすることを目標とします。 

達成 
18.8%（男性 13 人、女性 3 人） 

7. 係長相当職以上の女性職員の割合を 15.0%以上とするこ

とを目標とします。 

未達成 
13.2%（男性112人、女性17人） 
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2-2 現状分析 

 

(1) 採用した職員に占める女性職員の割合 

採用した職員に占める女性職員の割合は、過去 4 年間いずれも目標値である 30％を下回る結果と

なりました。令和4年度から令和7年度までに採用した女性職員は全て管理者部局であり、消防部局に

おいては 0％となっています。 

 ◆採用した女性職員の人数及び割合 

年度別 
管理者部局 消防部局 全体 

全体 女性 割合 全体 女性 割合 全体 女性 割合 

R4 年度 1 人 1 人 100％ 3 人 0 人 0％ 4 人 1 人 25.0％ 

R5 年度 0 人 0 人 0％ 3 人 0 人 0％ 3 人 0 人 0％ 

R6 年度 1 人 1 人 100％ 5 人 0 人 0％ 6 人 1 人 16.7％ 

R7 年度 2 人 1 人 50.0％ 4 人 0 人 0％ 6 人 1 人 16.7％ 

  

 

(2) 継続勤務年数の男女の差異 

継続勤務年数の男女の差異について、全体的に男性の平均勤続年数が女性よりも長い傾向がありま

すが、男女ともに平均勤続年数は年々増加しています。定年退職の年齢が引き上げられたことなどが要

因と考えられます。 

 ◆男女の平均継続勤続年数 

年度別 

管理者部局 消防部局 全体 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 

R4 年度 18.3 年 13.0 年 19.1 年 6.5 年 19.1 年 12.3 年 

R5 年度 19.3 年 13.1 年 19.6 年 7.5 年 19.6 年 12.5 年 

R6 年度 20.3 年 13.3 年 19.6 年 8.5 年 19.6 年 12.8 年 

R7 年度 21.3 年 14.3 年 20.6 年 9.5 年 20.6 年 13.8 年 



  

- 4 - 

 

(3) 職員一人あたりの月平均超過勤務時間 

職員一人あたりの月平均超過勤務時間は、令和 7 年度は 5.9 時間であり、目標である 5.6 時間以

下には届きませんでした。令和 7 年度においては、緊急消防援助隊が派遣されたことにより、消防部局に

おいて超過勤務時間が増加したことが影響しています。（緊急消防援助隊出動分を除いた場合の 1 人

あたりの超過勤務時間は 5.5 時間） 

 ◆職員一人あたりの月平均超過勤務時間 

年度別 管理者部局 消防部局 全体 

R4 年度 4.5 時間 5.4 時間 5.3 時間 

R5 年度 5.4 時間 5.9 時間 5.8 時間 

R6 年度 6.8 時間 6.3 時間 6.4 時間 

R7 年度 5.6 時間 5.9 時間 5.9 時間 

 

 

(4) 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

管理的地位における女性職員の割合は、令和 7 年度末において 18.8%となっており、目標である

12％以上を達成しています。しかし、管理者部局では 50～60％と高い水準で推移している一方、消防

部局では 0％となっており、消防部局における女性職員の層の形成が今後の課題の一つとなっています。 

◆管理的地位にある女性職員の人数及び割合 

年度別 
管理者部局 消防部局 全体 

全体 女性 割合 全体 女性 割合 全体 女性 割合 

R4 年度 4 人 2 人 50.0％ 13 人 0 人 0％ 17 人 2 人 11.8％ 

R5 年度 4 人 2 人 50.0％ 12 人 0 人 0％ 16 人 2 人 12.5％ 

R6 年度 4 人 2 人 50.0％ 9 人 0 人 0％ 13 人 2 人 15.4％ 

R7 年度 5 人 3 人 60.0％ 11 人 0 人 0％ 16 人 3 人 18.8％ 
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(5) 各役職段階に占める女性職員の割合 

数値目標を定めていた係長相当職以上における女性職員の割合は、直近 4 年間で令和 7 年度が

13.2％と最も高いものの、目標である 15.0％には到達しませんでした。各役職段階別でみると、今後の

割合の増減につながる「主査・主事」級の女性職員が極めて少ないため、「新規採用職員における女性

職員の割合」を増やすことが、「係長相当職以上における女性職員の割合」の向上に寄与するものと考え

られます。 

◆各役職段階における女性職員の人数及び割合（令和８年 4 月 1 日現在） 

年度別 
管理者部局 消防部局 全体 

全体 女性 割合 全体 女性 割合 全体 女性 割合 

部長・参事 2 人 1 人 50.0% 2 人 0 人 0% 4 人 1 人 25.0% 

課長・主幹 3 人 2 人 66.7% 9 人 0 人 0％ 12 人 2 人 16.7％ 

課長補佐・ 

主任主査 13 人 10 人 76.9% 41 人 0 人 0％ 54 人 10 人 18.5％ 

係長・ 

副主任主査 4 人 3 人 75.0% 55 人 1 人 1.8% 59 人 4 人 6.8% 

主査・主事 2 人 

 

1 人 50.0% 42 人 0 人 0％ 44 人 1 人 2.3％ 

 

 

(6) 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

育児休業取得率は、令和 4 年度から令和 6 年度にかけては、育児休業取得者は全て女性職員であ

り、男性職員の取得率は 0％でした。令和 7 年度には、育児休業に関する各種制度の改正が進んだこと

なども影響して、男性職員の取得率は 66.7％と大幅に増加し、目標である 10％を大きく上回る結果と

なりました。 

◆男性職員の育児休業取得状況 

年度別 
管理者部局 消防部局 全体 

取得期間 
対象者 取得者 対象者 取得者 対象者 取得者 取得率 

R4 年度 0 人 0 人 5 人 0 人 5 人 0 人 0％  
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R5 年度 1 人 0 人 10 人 0 人 11 人 0 人 ０％  

R6 年度 0 人 0 人 7 人 0 人 7 人 0 人 0％  

R7 年度 ０人 0 人 9 人 6 人 9 人 6 人 66.7% 
3 月以下：5 人 

3 月超 6 月以下：1 人 

 

◆女性職員の育児休業取得状況 

年度別 
管理者部局 消防部局 全体 

取得期間 
対象者 取得者 対象者 取得者 対象者 取得者 取得率 

R4 年度 1 人 1 人 0 人 0 人 1 人 1 人 100％ 12 月超：1 人 

R5 年度 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0％  

R6 年度 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0％  

R7 年度 0 人 0 人 1 人 1 人 1 人 1 人 100％ 6 月超 9 月以下：1 人 

 

※対象者については、男性の場合は当該年度に配偶者が出産した人数を計上している。女性の場合は産後

休暇が終了し、当該年度に育児休業の取得が可能となった人数を計上している。 

※取得者について、年度を超えて育児休業が継続する場合、育児休業を開始した年度のみ計上している。 

 

 

 

(7) 男性の配偶者出産休暇取得率及び平均取得日数 

男性職員の配偶者出産休暇の取得率は、令和 4 年度に 100％を達成したものの、令和 5 年度から

令和7年度にかけては、いずれも未達成となっています。未取得者の中には、長期研修期間中であるため

取得が困難であった職員のほか、男性の育児参加休暇や育児休業など他の制度を活用したため未取得

であった職員が見受けられました。 
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 ◆男性職員の配偶者出産休暇取得 

年度別 
管理者部局 消防部局 全体 

取得日数 
対象者 取得者 対象者 取得者 対象者 取得者 取得率 

R4 年度 0 人 0 人 5 人 5 人 ５人 5 人 100％ 
1 日：2 人 

2 日：3 人 

R5 年度 1 人 1 人 10 人 8 人 11 人 9 人 81.8％ 
1 日：3 人 

2 日：6 人 

R6 年度 0 人 0 人 7 人 4 人 7 人 4 人 57.1％ 
1 日：0 人 

2 日：4 人 

R7 年度 0 人 0 人 9 人 6 人 9 人 ６人 66.7％ 
1 日：1 人 

2 日：5 人 

 

 

(8) 年次有給休暇の年間平均取得日数 

一人あたりの年次有給休暇の年間平均取得日数は、過去4年間いずれも目標である10日を上回る

結果となりました。所属別の取得日数についても、全 9 所属が 10 日以上となっており、年次有給休暇の

取得が安定して定着している状況がうかがえます。 

◆職員一人あたりの年次有給休暇取得日数 

年度別 管理者部局 消防部局 全体 

R4 年度 8.6 日 13.3 日 12.6 日 

R5 年度 10.0 日 14.0 日 13.5 日 

R6 年度 11.0 日 14.8 日 14.3 日 

R7 年度 11.0 日 14.7 日 14.2 日 

 

 



  

- 8 - 

 

  3  計画内容                                                           

組合では、仕事と家事・育児・介護など家庭生活の両立が可能な勤務環境を整え、男女共に仕事も家

庭も大切にしながら働き続けることができるよう、仕事と生活の調和（ワークライフバランス）に配慮し、理解

のある職場環境づくりを目指します。 

(1) 出産・育児・家族介護等に関する支援 

職員の家庭状況や働き方は変化しており、育児・介護と仕事を両立できる環境整備が求められてい

ます。育児休業取得率は近年大きく伸びている一方、配偶者出産休暇については、出産時期や他制

度との併用など、制度の性質上取得しない場合も想定されます。こうした状況を踏まえ、制度の活用促

進と職場の理解を進めるため、以下の目標を設定し、取組を推進します。 

   

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 

◆育児休業の取得率は、取得可能となった職員の 80％以上を目標とします。 

◆配偶者出産休暇の取得率は、利用可能な男性職員の 100％を目標とします。 

◆介護を必要とする家族を持つ職員が、介護休暇を取得できるようサポートします。 

主な取り組み 

◆育児参加のための休暇取得を促進するため、各種制度について職員への周知徹底を図り

ます。 

◆出産を控えている女性職員及び配偶者の出産を予定している男性職員に対し、各種制

度（育児休業、配偶者出産休暇、育児参加のための休暇等）について個別に案内し、

各家庭の状況にあった制度の活用促進に努めます。 

◆育児参加のための休暇の取得前後において、円滑な復帰に資する研修や所属職場との

連絡体制の確保等の必要な支援を行います。 

◆仕事と介護の両立に資する制度等の情報提供をし、まだ家族の介護を必要としていない

職員に対しても、制度の周知を図ります。 
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≪参考≫子育て・介護に関する諸制度 

 ①子育てに関する制度 

 
 

 ②介護に関する制度 
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(2) 超過勤務の縮減と有給休暇の取得促進 

長時間勤務は職員の健康や家庭生活への影響が懸念されるほか、業務の効率性にも影響を及ぼす可能

性があります。近年の超過勤務時間は、突発的な事案等により年度間で変動がみられる一方、年次有給休

暇の取得は安定して推移しています。こうした状況を踏まえ、以下の目標を設定し、取組を進めます。 

 

     

     

 
     

 

(3) 女性職員の活躍推進 

女性職員の活躍を進めるためには、個々の事情やキャリア形成の状況に応じた支援に加え、将来の層

の形成に向けた採用段階での取組が課題となっています。管理的地位にある女性職員の割合は増加傾

向にある一方、新規採用職員における女性割合は職種により差がみられ、係長相当職以上の割合につ

いても、在職している女性職員の人数など職員構成上の影響を受けています。 

こうした状況を踏まえ、女性職員が能力を発揮し、希望に応じたキャリアを形成できるよう、以下の目標

を設定し取組を進めます。 

 

 

目標 

◆職員の平均超過勤務時間を、月 5.5 時間以下とすることを目標とします。 

◆職員の年次休暇取得日数を、年 11 日以上とすることを目標とします。 

主な取り組み 

◆計画的に年次有給休暇を取得できるよう、職員への周知徹底を図り、取得しやすい環境

づくりに努めます。 

◆超過勤務の状況を管理し、超過勤務の多い職員の健康管理や業務分担の見直しを行う

など改善に努めます。 

◆限られた勤務時間内に業務を遂行できるよう、業務の効率化・簡素合理化に努めます。 

◆恒常的な業務に係る事務処理については、可能な限りマニュアルを作成し、事務の効率化

を図ります。 

目標 

◆新採用職員に占める女性職員の割合を 30％以上とすることを目標とします。 

◆管理的地位にある職員に占める女性職員の割合を 12％以上とすることを目標とし

ます。 

◆係長級以上の女性職員の割合を 10％以上とすることを目標とします。 
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(4) ハラスメントの防止 

職場におけるハラスメント防止については、法改正により事業主が雇用管理上必要な措置を講じること

が義務付けられ、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント等の防止対策が強化されています。 

本組合においても、健全で働きやすい職場環境を確保するため、消防本部及び事務局総務課に相談

窓口を設置するなど、顧問弁護士・産業医の専門的知見を取り入れながら相談体制の整備等を進めて

きました。今後も、引き続き職員一人ひとりが互いの人格を尊重し、ハラスメントを発生させない職場風土

を形成していくため、以下の取組を進めていきます。 

 

 
 

 
 

 

主な取り組み 

◆職員採用試験において、女性応募者の増加に向けた募集方法や広報の工夫を進めるとと

もに、募集要項やパンフレットをホームページ等で公表し、女性が働き活躍できる職場である

ことを周知します。 

◆出産や子育て、働き方に関する相談や情報共有が行える体制を整備し、女性職員が安

心して業務に取り組める環境をつくることで、意欲向上及び不安の軽減を図ります。 

目標 

◆全職員が互いを尊重し、ハラスメントを生じさせない職場風土を育み、安心して働け

る職場環境の確立を図ります。 

主な取り組み 

◆ハラスメントに関するアンケート調査を毎年実施し、職場の状況を把握した上で職場環境

の改善を図ります。 

◆ハラスメント防止に関する適切な認識を深めるため、毎年、職員を対象としたハラスメント

防止に関する研修会を実施します。 

◆消防本部及び事務局総務課にハラスメント相談窓口を設置し、相談しやすい体制の整

備を進めます。 

◆顧問弁護士や人事委員会等の外部相談窓口を周知し、相談先の選択肢を広げること

で、職員が安心して相談できる環境の充実を図ります。 

◆産業医による面談や研修会を実施し、職員の心身の健康管理とハラスメント防止に関す

る理解を深めることで、健全な職場環境の形成を図ります。 


